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情報と知識を共有する国際的な接続としてのインターネット環境が発展し、電子メーJレや電子掲示版など
のメッセージ交換をはじめ、分散処理の基盤として多くの新しい技術古f開発されているD 一方、一般に fパ
ソコン通信」と呼ばれている集中センターシステム型の電子掲示板、情報提供サービスを主体とするサーピ
スは、商業的に提供されさまざまな活動に利用されている。これら起源の異なるネットワークをサーピスの
レベルで相互接続する実験を行なった。このためにメッセージ転送機能とポリシ運用機能を実現し、より広
い範囲での透過性のあるメッセージ交換環境カ句世立した。実験の結果、文字コードの利用やメッセージ形式
のより協嗣的な解決が急務であることがわかった。本実験はインターネット環境におけるデータベースサー
ビスなど質の高いサービスの提供への基盤となるとともに、パソコン通信の今後の発展への多くの期待と課
題を提示している。

1 はじめに

発達した;rンターネット環境においての重要な

課題のひとつに、グローパJレな接続性をあげるこ

とができるo コンピュータとコミュニケーションに

よる環境の典型的な事例であるインターネットは、

研究・教育組織や関連企業などのネットワークシス

テムが相互に接続され、全体としてグローパJレなコ

ミュニケーション環境を形成している。

インターネット環境の接続性の広がりの第一段

階は電子メールによる相互接続であり、インター

ネットで利用されている RFC822形式 [1]を中心

に、 MHS形式などの他の一般的な形式との変換機

能を開始て、 120カ国以上の接続性を実現している。

このうち約50カ国ではIPによるより高度な相互接

続をおこなっていて、ここでは資源や知識の共有を

実現し、共同作業を可能にする巨大な分散システム

を形成しているo

電子メールの接続性の拡大を考えた場合に、一般

に「パソコン通信jと呼ばれている集中型センター

形式の電子掲示板、情報提供サービスを考える必要
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がある。パソコン通信は、 1987年ごろから商業サー

ビスが開始され、パーソナルコンピュー夕、ワード

プロセッサを端末として、モデム接続でアクセスす

るという形態で、インターネットとは別のコミュニ

ティを形成している。パケット交換網を用いたアク

セスポイントを用意し、地域格差をなくし、従来型

のオンラインデータベースを統合し、園内に数十万

人の利用者がいると言われている。

商用電子メールとインターネットの接続事例は

米国のMClmailなどの接続を行った[2]や、 Com-

puServeの例がある。しかし、応用技術、接続技術

や利用形態、社会背景などわが国の独自性があり、

この分野の実験と検討は急務である。

このような状況を背景として、 WIDEインター

ネットと商業パソコン通信サービスとの実験接続

を実現し、拡張するネットワーク相互接続の検討を

行なったo実験は、接続技術、応用機能変換技術、

管理運用ポリシの整合、社会科学の各側面からの評

価を目的として行なったo

インターネットとパソコン通信の接続の意味とし

ては、双方のユーザ聞での情報交換、双方のサーピ

スの交換の2つを考えることができる。

ここで、 'WIDEProjectと各パソコン通信を接続

する実験の第一段階に、上記の2つにそれぞれ対応

するものとして、以下の実現を検討した:

-インターネットとパソコン通信問でのメール
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交換

.インターネットからのパソコン通信の利用

実験は検討と評価を行ないながら段階を分けた。

各段階では実射す象ネットワークの範囲を拡大して

いる。

第一段階の実験は、技術的検討と、 WIDE

Project，慶臆義塾大学湘南藤沢キャンパスにおけ

る試験運用を行い、第二段階で WIDEインター

ネットにおける技術的、運用的検討をし、最終段

階で、その他のネットワークへの拡大の検討を行う

こととして実験を進めた。

実験は、 NIFTY-Serve，PC-VAN， ASCIInetの3

つのサービスとの問での相互接続を計画したが、本

論文では現在までに行なった、 NIFTY-Serve，PC-

VANの2者について、本実験で明らかになった問

題点の報告と、利用状況および、利用者アンケート

に関する結果について述べる。

2 相互接続の設計

具体的な電子メーjレの相互接続は次の各項目の方

式を定め実現した。

-アドレスの変換

・目白差方式の確立

・運用・管理方針の整合

2.1 7'ドレスの変換

パソコン通信の利用者IDは、ひとつのアドレス

空間で一意のアドレスを提供している。一方、イン

ターネットでは階層的なアドレス空間によって定義

される[3]0わが国では、第一レベルに図識別子、第

二レベルに組織の種別、第三レベルに組織名を割り

当てている [4]0
そこで、本実験では各パソコン通信に対してそれ

ぞれ一つの第三レベルドメインを割り当て、既存の

利用者IDと組み合わせて整合性をはかったo

2.2 配送方式の確立

全〈異質のシステム問でメール交換を行う場合、

配送メカニズムの変換、メッセージ形式の変換を行

う必要が生じるoこの実現のための機構として、イ

ンターネットにおけるメール配送システムを受け持

ち、パソコン通信側との聞で配送を行うゲートウ

ェイと、パソコン通信側とのメッセージ交換、西国語

メカニズムを実現するゲートウェイを結びこれを

行った。

2.3 運用・管理方針の整合

インターネットと商用サービスとして提供されて

いるパソコン通信との聞にはポリシ、運用方針に相

違がある。一方、集中システムと、インターネット

ではメール配送システムの迎いによる信頼性に対

する考え方、認証システム、セキュリティに関しで

も明らかな差異が存在している。これを互いに尊重

し、かつ信頼性ある通信を実現する必要性がある。

一般にインターネットのメールシステムでは受信

側で、発信者のリストによってスクリーニングする

機能はないが、今回はこれを組み込むこんだ。双方

のポリシが尊重されるように互いの側のゲートウェ

イを運用している。パソコン通信がインターネット

に直接接続するのではなく、ーヵ所のインターネッ

ト側のゲートウェイを必ず通過するようになって

いる。

3 相互接続の実現

3.1 アクセス制御

ゲートウェイである pcgv.vide . ad. jpでは、

sendmail を改造して、アクセス制限を行なっ

た。 sendmai1の改造は、 WIDE 版 sendmail

5.67+1.6W， sendmai1.cf.・2.8bを基に行った。 send-

mailに今回加えた改造は、 Fromによる制限の導

入とIP7.ドレスによる経路制御機構である。これ
に、 sendmail.cfでの制御を合わせて実現している。

Toアドレスでの制限は、以下のように send-

mai1.cfで行っているosendmail WIDE 2.8bでは、

ドメインにクラスが使えるようになっているので、

許可されているドメインの一覧をドロとして保持

し、そのマッチングを鯛べている。(図2)

X.500アドレスのゲートウェイをしているシステ

ム宛など、いくつかのメールシステムに対応できな

いなどの問題点が残っている。

Fromでの制限は、 sendmailはもっていない

ため、ソースに修正を加えて対応した。変更は、
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# resolve SMTP traffic 

# (1.1) 1 cast all $*nif乞yserve.or.jpmail via inetnif.niftyserve.or.jp 

R$*<~$*niftyserve.or.jp>$* $枇cp$~[inetnif.niftyserve.or.jp]$:$1<~$2niftyserve.or.jp>$3

# (1.2) I cast all $*pcvan.or.jp mail via inet_gate.pcvan.or.jp 

R$*<Q$*pcvan.or.jp>れ制七cp$Q[inet_gate.pcv組 .or.jp]$:$1<Q$2pcvan.or.jp>$3

# (2) Access control nov available 

R$ー<Q$*$=O>$* $将七cp$Q$2$3$:$1<Q$2$3>$4 userQhost.domain 

R$-.$ー<Q$*$=O>$寧 制tcp$Q$3$4$:$1.$2<Q$3$4>$5 user.nameQhost.domain 

R$-.$-.$-<Q$事$=口>$事 S枇 cp$Q$4$5$:$1.$2.$3<Q$4$5>$6 uBer.middle.name~host.domain 

書 othermails， error. 

R$*<時めれ 制error$:Youare not allowed to use this address 

図2:Toアドレスでの制限

envelop.cに簡単な変更を加えている。図 2の

perseを行って、 perseできない場合、そこでエラー

になるようにした。通常 sendmailでは Fromad-

dressがperseできなくともエラーにはしない。チ

ェックには、 ENVEROP構造体の e_fromを用い

ているため、ヘッダのFrom:フィールドではなく、

MAIL From: によって与えられるFrom(UNIX 

From/Sender)になる。

E アドレスによる制限は、 NNTP1.5.11に実装

されている制限機構を参考に導入した。ここでは

DNSの逆引きを用いている。 SMTPセッションを

確立する段階で、 sevrsmtp.cから呼び出し行って

いる。

以上のようなアクセス制限でメールを送るこ

とが出来ないことを、エラーメールとして発信

者に返送する必要がある。これは、 sendmailが

User unknownなどでエラーを通知するのと同様

に、 RCPTTo:に対して否定応答 (554)を行い、

エラーが発信者に通知されるようにした。そのた

め、以上のアクセス制御に該当する場合には、即時

エラーとせず、新たに設定したエラーフラグを立て

ておき、 srvrsmtp.cでRCPTTo:を受け取った

後に発信仰jのsendmailに伝わるようにした。

3.2 配送方式

接続は、 WNOC 藤沢の SparcStation 1+ 

(pcgw.vide.ad.jp) から、 NIFTY-Serve，PC-
VAN側のゲートウェイまで、 9.6I(bpsでの接続を

行なっている(図1)0 NIFTY -Serveは、 SunLink

INRにより、 NIFTY-Serveセンターの SparcSta-

tion 2と接続、 PC-VAN側は SLIPで PC-VAN

側の EWS4800と接続している。両方とも pointo・

point接続でroutingはインターネット側にアナウ

ンスしない。

パソコン通信側の独自のメールシステムと、イン

ターネットアドレス、 RFC822に沿ったのメッセー

ジ形式への変換は各パソコン通信サービスセンター

側ゲートウェイで行なわれることとした。

図 1に示したように、 1台のゲートウェイと

なるマシン (pcgv.wide.ad.jpで NIFTY-Servc，
PC-VANのゲートウェイを行う。 DNS的には、

ni抗 yserve.or.jp，pcv回 .or.jpに対する MX
が、 pcgw.wide .ad.jpに設定されている。また、

NIFTY-Serve， PC-VAN からインターネットに送
られるメイルは一旦全部pcgw.wide . ad. jpに送ら

れ、ここからインターネットに対して配送されるo

これにより、 pcgv.wide . ad. jpのsendmailで

のアクセス制御を行い、同時にメイルの利用の統計

情報の取得を行った。アクセス制御は送信者、受信

者のアドレスによる制限と、 PC-VANとNIFTY-

Serveの聞を中継することを禁止する From/Toの

組み合わせの特定の場合の制限である。
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図 1:接続形態(電子メール)の概念図

4 相互接続の評価

4.1 アクセス制御とメールのルーティン

グの問題点

sendmailには日・omjToの両方の組み合わせ

によるのチェック機構はない。これを一般的に実

装することは、今回行わなかった。 PC-VANから

NIFTY-Serveへ(またはその逆)を禁止すること

は、 checkcompat()(conf.c)を用いて行ったが、

これはソースに直接アドレスカf記述しであり、一般

性はない。このチェックによって制限では、メーリ

ングリストの配送に問題が生じることがある。す

なわち、 NIFTY-Serveのユーザがインターネット

上のメーリングリストに発信した時、そのリストに

PC-VANのユーザが含まれるとき、その PC-VAN

ユーザだけに送られないでエラーになるということ

が起こるoこれを回避する手段はあるが、これを中

継するゲートウェイ行うことは望ましくないと考え

られる。

また、現在の DNSによるメールの直己送メカニズ

ムでは、メールだけを通常のIPのroutingと異な

る経路を指定することは、個別にsendmail.cfで明

示的ゲートウェイ指定をする以外の手段はない。電

子メールの受信者側で発信者ごとに、到達経路を個

別に指示することはできない。途中に特定の相手と

の通信を拒む経路カ常在する場合にはこれを発信者

ごとに迂回することが困難であり、現状ではやむな

く通信を断念するしかない。この問題は、いわゆる

ポリシーペースルーテイングの問題の一種であるo

4.2 メールヘッダと日本語の問題

パソコン通信側ゲートウェイでは、メッセージ

形式の変換、インターネット側で使われる文字コ

ード [5]との変換が行われている。当初、メール
ボディにパソコン通信側の情報が含まれるていた

が、これは自動応答をするメールサーバ(たとえば

mail-server~nic.ad.jp) でエラーになるなどの

問題があったので、修正した。

現在の商用サービスとして提供されているパソコ

ン通信では、ユーザの情報として、漢字以外の情報

を持っていないことが多い。またメールの題名に漢

字を使うのが一般的である。

これに対し、インターネットメッセージの標準形

式である RFC822では管理情報はヘッダ部として

まとめ、この部分はASCIITextとされている。一

部のユーザメールプログラムでは、ヘッダ部に日本

語が含まれた場合、 ESC(OxlB)を取るなどで扱え

ないことが起こる。

今回、実験的に図3に示すように、パソコン通信

側メーJレシステムの情報をヘッダとして取り込ん

だ。 Subjectに関しては、利用者に使わないように

指導することで解消できるが、ユーザの情報を何ら

かの形明云搬することも望まれる。何らかの対処を

して、ヘッダに日本語を取り込めるようにすること

を検制する必要がある。これに関して、 RFC1342[6]

の採用など、今後検討していきたい。

4.3 パソコン通信でのインターネットメ

ールの実際

PC-VANからインターネットへ

1.電子メールのメニューから、宛先コードに

MHSX400を指定する。

2.文書名 (RFC822のSubject)を一行入力する
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¥ 

¥ ノ

1) (1から 6までの数字、 6の場合、具体的に)
¥ ノ

図3:現在の NIFTY-Serve:上、 PC-VAN:下からのメイJレ

3. 10: INET#shin (a) vide . ad. jpという形式で

アドレスを入力する

4.一行空ける

5.本文を入力する

PC-VANからは、インターネットJ¥のメールの

仲介として、 X.400システムを使用しているo イン

ターネットのアドレスは、@に代えて、 (a)とする

必要がある。

インターネットから受信したメールは、 PC-VAN

内でのメールと同等になるが、 MHSX400という 1D

からきたものとして見える。

NIFTY -Serveからインターネットへ

1. GO WPNCまたは GOINTERNET

2. 2.サーピスに入る (GOWPNCSENDでここ
までスキップできる)

3.本文、宛先(インターネットアドレスをそのま

ま)を入力する

インターネットから受イ脅したメーJレは NIFTY-

Serve内のメーJレと同等になるが、 WID00100とい

う1Dから発信されたものとして見える。インター

ネットから受信したメーJレに返倍する場合には、ア

ドレスを指定する必要はないように工夫されている

が、 RFC822のヘッダのうち Reply-To:の取り扱

いなどができないなど、一部不都合がある。

一通のメーJレが300行まででこれを越える場合、

複数のメールに分割される。しかし、一般の場合

メーJレボックスが25通まで (50遇に拡張可能)で

あり、これがあふれで受け取ることができないとエ

ラーになる。

4.4 今後の課題

パソコン通信が、他システムとの接続を考慮して

設計されていないのでやむを得ないことは多いが、

ユーザにとっては、通常のメールインターフェース

から送信受信でき、アドレスの指定が簡単であるほ

うが望ましい。 RFC822のヘッダの機能のサポート

はインターネットユーザとの整合性の点で急務であ

ろう。また、 SMTPの拡張として提案されている

RFC1427[7]などはシステム的な制限によるトラブ

ルを未然に防ぐ意義で検討が必要である。
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第一回 第一回

パソコン通信 WIDEインターネット パソコン通信 インターネット

回答総数 83 112 114 134 

1.研究連絡 22(27%) 24 (21%) 34 (30 %) 33 (25 %) 

2.研究用データの送付 5 (6%) 5 (4%) 7 (6 %) 14 (10 %) 

3.私信 55 (66%) 71 (63%) 100 (88 %) 100 (75 %) I 

4.テスト 51 (61%) 93 (83%) 58 (51 %) 65 (49 %) 

5.メイリングリスト 19 (23%) 21 (19%) 15 (13 %) 34 (25 %) 

6.その他 5 (6%) 4 (4%) 10 (9 %) 10 (7 %) 

表 1:アンケートの質問 1の回答。カッコ内は回答総数に対する割合

明阿 ~伺

図4:メールのサイズ:インターネットからパソコ

ン通信へ(左)、パソコン通信からインターネット

へ(右)

5 利用状況

利用状況は、 9月1日から、 10月11日までの聞

は、 sfc.keio.ac.jp，wide.ad.jp， nic.ad.jp， 
junet . ad. jpの4ドメインのみであり、利用はわ

ずかであったが、 10月12日以降WIDEProject参

加組織全体に広げた後は非常に多くの利用がされて

いる。 12月21日以隊、 TISN，HEPNET-Jも参加
している。図5，6はそれぞれインターネット側から
パソコン通信へ送信された数、パソコン通信仰jから

インターネット側へ送信された数を 1週間ごとにグ

ラフにしたものである。これはpcgw.wide . ad. jp 

のsyslogの解析によって得た数値であるが、メー

リングリストなどの、間報メールは受信アドレスご

とに数えてある。利用は、土日には激減しており、

平日には 3000ないし 4000の利用者がいる。イン

ターネット側からのメールは次第に明らかにメーリ

ングリストと思われるメールが増加している。アン

ケートには現れなかったが、インターネット側から

発信されるメールが、パソコン通信仰jから発信され

るメールの 2倍程度あることからもメーリングリ

ストの利用がうかがわれる。

メールのサイズについての統計は、やはりイン

ターネット側から、パソコン通信側へのメールの方

が大きい傾向にある。ユーザインターフェースの影

響があると思われるが、 ftpmai1などの極端に大き

なメールの利用は目だってはいないようである。

6 利用実態調査

9月1日の接続開始直後、東大での胸査で、パ

ソコン通信を利用して、以下の学会のアクティピ

ティカ可子なわれていることがあることが分かったo

日本機械学会、日本分子生物学会、森林利用研究

会(平成5年に学会発足予定)、精密工学会、日本

発逮心理学会、日本化学会。この他に、科研費昼夜

領域研究(戦後日本形成の研究)の研究グループが

NIFTY-ServeにCUG(Closed Users Group)を持

ち、研究活動を行なっているo

利用実態を把揮するために、インターネット、

NIFTY-Serve、PC-VANのユーザ各200人(第二

-206-



6000 

‘000 

5000 

3000 

2000 

12000 

10000 

6000 

6000 

‘000 

1000 

思
事

国
伺
H

吉

田
由
吉

田
一
潟

R
H
-

E
S
R岱

回
国
同
町
田

園
ヨ
哩
司

回
目
師

Ra

m-ロ
R
a両

国
伺

R
O向

田
市
首

R
m

m帥
哩
由

。

2000 

国
岨
宮

田
m
H
雪

国一一

R
-

m一樹
E
a

国
自
民
自

由民
R

ロ

回ヨ
R

ロ

E
a
E
o
-

-
目
白

R
S

凶
置
国
間

R
S

J
岨

m
g
R
'

叫
国
師
事

。

図6:利用者数:パソコン通信からインターネット

へのメール

図5:利用者数:インターネットからパソコン通信

へのメール

今後の課題であると思われるo

今回パソコン通信との電子メール交換を WIDE

インターネットを中心に日本のインターネットの

多加組織のうち 20%弱の組織・で行ったが、一週間

あたり 15000通を越える利用がされており、この実

験によりコミュニテイが非常に大きく広がったとい

う実感が得られた。今後さらに日本全域、世界との

電子メールを交換できるような環境が提供されたと

きには、膨大な量の電子メーJレが取り交わされるで

あろう。パソコン通信形式の商用通信サービスに利

用者にもインターネットとのコミュニケーションの

必要性が大きいことがこの実験でよって示された。

今回対象とした、パソコン通信サーピスでは、メ

ーJレボックスは集中的に管理されているので、これ

に他システムとの交換の機能を加えるのは意外な困

難があった。また、日本籍だけでサーピスが構築さ

れているため、メーJレヘッダなとで思わぬ問題点が

発生した。
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おわりに7 

回は各300人)に対して、 10月26日に第一回目の

アンケートを、 1月16日に第二回目のアンケート

を行ったo内容は第一回目は、利用目的(1.研究

連絡 2.研究用データの送付3.私信 4.テスト 5.

メーリングリスト 6.その他)と、実験に対する意

見を、第二回目はこれに加えて、文字コードに関し

てのトラプJレはなかったかということと、課金に関

する意見を聞いた。

第一回では、範囲を拡大することを望むという

意見は多かった。大学で電子メーJレを使っていたの

が、卒業後使えなくなったという人にとって、今回

の実験によって電子メールでのコミュニケーション

が再開できるようになったケースは目立ったもので

ある。研究港特の手段として、かなり多く使われて

おり (20--30 %)確かに、研究コミュニティの拡

大に貢献しているということがわかる。

第二回のアンケートでは、やはりインターネット

側のユーザから、 Subjectに日本語が使われている

時に、取り扱いできないというものと、パソコン通

信側からはIDだけなので、稚から来たか分からな

いという意見が数件ずつあった。やはり、この点が



しかし、電子メールは電話、 FAXと同様の通信 [7] J. I(lensin， N. Freed， and K. Moore， SMTP 
手段として普及しつつあることが、この実験の中 島町iceExtension for Message Size Declara-

で感じられた。電子メールがアプリケーションとし tion， Feb. 1993. RFC1427 
て、今後より一般的なものになるため、その状況で

最も使いやすい環境を考えていくべきであろう。

利用制査にも現れているように、このような商用

サービスを研究基盤として利用している研究者は多

く、ネットワーク提供者の形態とその利用は必ずし

も同一であるとみなすわけにはいかない。今後は、

このようなネットワークの広がりを、より確実なも

のにしていく基盤作りが望まれると思われるo
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